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発表日：2023 年 8 月 15（火） 

「科学技術指標 2023」から見える日本の科学技術活動での立ち位置 
～研究開発費の規模は大きいが伸びは劣後～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

研究理事 佐久間 啓（℡：050-5221-4503） 

－ ポイント － 

＊日本の論文数は世界第５位、Ｔｏｐ10論文数は第13位 

＊産学官合わせた研究開発費は主要７か国（日米英独仏中韓）中、米国、中国に続く第３位を維持 

＊対ＧＤＰ比は日本が3.59％と高い一方、実質の研究開発費伸びは主要国に比べて劣後 

＊日本の研究開発費のうち企業が72.1％を占め、産業別では輸送用機器が30.4％と最大 

＊日本の政府負担は主要国中最低レベル 

＊報告書の概要だけでもチェックし、日本の科学技術活動の立ち位置を認識すべき 

 

先日、文科省科学技術・学術政策研究所（ＮＩＳＴＥＰ）から日本と主要国の科学技術活動をま

とめ、分析した「科学技術指標２０２３」（以下、「指標」）が公表された。これは科学技術活動

を５つのカテゴリーに分類し日本と主要国の状況を表しており、毎年公表されている。言うまでも

なく科学技術は国の経済成長の根幹であり、そのグローバルな活動状況や日本の立ち位置を確認し

ておくことは重要だ。報告書は客観的・定量的データで体系的に分析されており大変有益で興味深

い内容になっている。 

この「指標」では論文数、注目論文数の順位が有名だ。2019年から2021年の平均で論文数は１位

が中国（シェア24.6％）、以下米国（16.1％）、インド（4.0％）、ドイツ（3.9％）と続き、日本

は第５位（3.8％）。また引用数から見たＴｏｐ10論文数でみると日本は13位（2.0％）の位置にあ

る。ここでもトップは中国（28.9％）、２位は米国（19.2％）で合わせて48.1％と科学技術論文で

は圧倒的な位置を占めている。20年前の1999年から2001年のデータでは日本は論文数で米国

（27.5％）に次ぐ第2位（8.8％）、Ｔｏｐ10論文数では米国（41.4％）、英国（8.2％）、ドイツ

（6.8％）に次ぐ第４位（6.0％）の位置にあった。 

 

国・地域別論文数

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位

米国 203,340 27.5 1 米国 250,963 22.1 1 中国 464,077 24.6 1

日本 65,530 8.8 2 中国 122,788 10.8 2 米国 302,466 16.1 2

ドイツ 51,440 6.9 3 日本 64,357 5.7 3 インド 75,825 4.0 3

英国 50,815 6.9 4 ドイツ 59,692 5.3 4 ドイツ 73,371 3.9 4

フランス 37,266 5.0 5 英国 54,945 4.8 5 日本 70,775 3.8 5

中国 26,286 3.5 6 フランス 43,179 3.8 6 英国 67,905 3.6 6

イタリア 25,397 3.4 7 イタリア 37,818 3.3 7 イタリア 57,579 3.1 7

カナダ 24,173 3.3 8 インド 37,554 3.3 8 韓国 57,070 3.0 8

ロシア 21,595 2.9 9 カナダ 35,744 3.2 9 フランス 46,588 2.5 9

スペイン 17,781 2.4 10 韓国 34,567 3.1 10 カナダ 45,350 2.4 10

オーストラリア 15,746 2.1 11 スペイン 31,210 2.8 11 ブラジル 44,983 2.4 11

インド 15,564 2.1 12 ブラジル 27,296 2.4 12 スペイン 44,625 2.4 12

オランダ 13,299 1.8 13 オーストラリア 25,461 2.2 13 オーストラリア 41,886 2.2 13

韓国 12,090 1.6 14 ロシア 22,453 2.0 14 イラン 37,777 2.0 14

スウェーデン 10,913 1.5 15 台湾 20,857 1.8 15 ロシア 33,026 1.8 15

全分野
1999 － 2001年 (PY) (平均)

全分野
2009 － 2011年 (PY) (平均)

全分野
2019 － 2021年 (PY) (平均)

論文数 論文数 論文数

国・地域名 国・地域名 国・地域名

（出所）文科省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」よりＤＬＲＩで一部加工
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この論文数データの20年の変化は、一言で言えば中国、インドの台頭、日本の地位低下が目立つ

ということだろうか。ただ論文で見ると科学技術分野における日本の相対的地位低下が目立つわけ

だが、産学官を合わせた研究開発費は主要国（日米独仏英中韓の７か国）中、米国、中国に次ぎ第

３位の位置にある。「だからまだ大丈夫」と言うつもりはないが、まだこの分野での競争力の基盤

は大きく崩れているわけではないとは言える。そこで今回のMarket Side Mirrorではこの「指標」か

ら論文数ではなく研究開発費中心に日本の立ち位置について確認しておこうと思う。 

 

 

 

日本の研究開発費は2021年度で19兆7,408億円、前年比＋5,043億円、＋2.6％となっている。1990

年度の13兆783億円から21年で1.5倍に増加しているものの、年平均増加率は2.4％程度に止まる。部

門別にみると企業が14兆2,244億円（占率72.1％）、大学が3兆7,839億円（同19.2％）、公的機関等

が１兆7,324億円（同8.8％）である。 

企業の占率は1990年度に70.9％あったものの90年代の平成バブル崩壊から雇用・設備・債務の所

謂“３つの過剰”問題の中で研究開発費の見直し、削減が進んだこともあり90年代後半にかけて占

率は60％台半ばまで落ちたものの、2000年代以降は景気の波に影響されながらも70％台を維持して

いる。大学の占率は1990年度の17.6％から若干上下しながら2021年度には19.2％となっている。 

国・地域別Top10％補正論文数

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位

米国 30,599 41.4 1 米国 37,528 33.1 1 中国 54,405 28.9 1

英国 6,048 8.2 2 中国 10,583 9.3 2 米国 36,208 19.2 2

ドイツ 5,032 6.8 3 英国 7,552 6.7 3 英国 8,878 4.7 3

日本 4,443 6.0 4 ドイツ 6,699 5.9 4 ドイツ 7,234 3.8 4

フランス 3,589 4.9 5 フランス 4,674 4.1 5 イタリア 6,723 3.6 5

カナダ 2,806 3.8 6 日本 4,355 3.8 6 インド 6,031 3.2 6

イタリア 2,154 2.9 7 カナダ 4,188 3.7 7 オーストラリア 5,186 2.8 7

オランダ 1,819 2.5 8 イタリア 3,516 3.1 8 カナダ 4,632 2.5 8

オーストラリア 1,713 2.3 9 オーストラリア 3,207 2.8 9 フランス 4,210 2.2 9

中国 1,493 2.0 10 スペイン 3,090 2.7 10 韓国 4,100 2.2 10

スペイン 1,464 2.0 11 オランダ 2,775 2.4 11 スペイン 3,987 2.1 11

スイス 1,321 1.8 12 インド 2,190 1.9 12 イラン 3,770 2.0 12

スウェーデン 1,229 1.7 13 韓国 2,160 1.9 13 日本 3,767 2.0 13

韓国 805 1.1 14 スイス 1,870 1.7 14 オランダ 2,866 1.5 14

インド 730 1.0 15 スウェーデン 1,326 1.2 15 ブラジル 2,177 1.2 15

全分野
1999 － 2001年 (PY) (平均)

全分野
2009 － 2011年 (PY) (平均)

全分野
2019 － 2021年 (PY) (平均)

Top10％補正論文数 Top10％補正論文数 Top10％補正論文数

国・地域名 国・地域名 国・地域名

（出所）文科省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」よりＤＬＲＩで一部加工

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

95 00 05 10 15 20 25

日本 米国 ドイツ

フランス 中国 韓国

研究開発費（名目、購買力平価換算、億円）

（出所）文科省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」よりDLRI作成

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

90 95 00 05 10 15 20 25

研究開発費（研究主体別）

企業

公的機関等 大学

（出所）文科省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」よりDLRI作成

億円

142,244(72.1%)

37,839(19.2%)

17,324(8.8%)
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次にこうした日本の研究開発費の現状をグローバルにみてみたい。2021年の主要国の研究開発費

をＯＥＣＤ購買力平価換算で見ると、米国が断トツで82兆4,704億円、続いて中国（2018年データ）

が48兆4,637億円で第３位に日本19兆7,408億円、次にドイツ15兆6,786億円、韓国12兆2,391億円、

フランス7兆8,737億円と続いている（英国は「指標2023」ではデータ未整備のため主要国から外し

た）。この分野での米国の圧倒的規模感と中国の驚異的な拡大ペースにあらためて驚くしかない。 

研究開発費の伸びと言う点でより分かり易くするために実質の購買力平価換算値で2000年を100と

して数値を計算してみた。これによれば米国は2021年で197.0、ドイツが163.0、フランスも131.1で

あるが、日本は132.2と2000年以降の伸び率と言う点では主要国内では最下位の位置に止まっている。

驚異的ペースの中国（2018年データ）は1167.4と桁違いであるが、韓国も491.9と主要先進国に比べ

て驚異的な拡大ペースとなっている。韓国は半導体市場を代表するハイテク大企業が複数本社を構

える国。強力な研究開発と思い切った設備投資で世界シェアを拡大していることがこの数字に表れ

ているようだ。 

 

  

 

米国の圧倒的規模感や中国の驚異的拡大ペー

スには驚くが、研究開発費の対ＧＤＰ比をみる

とまた違った姿が見えてくる。2021年では圧倒

的規模感の米国も3.46％と日本の3.59％に及ば

ず、驚異的ペースの中国（2018年データ）もＧ

ＤＰ比では2.14％に止まる。ご存じの通り日本

はＧＤＰ自体の伸びが主要国では劣後している

から比率が高いのは当たり前では？という声も

あるだろう。ただ研究開発費自体も増加してい

るので規模感だけで言えば“全然足りてない”

という状況ではなさそうだ。そしてここでも韓国の数字には注目だ。日本とは逆でＧＤＰの規模感

に比べて少数の巨大企業の活動が目立つだけという見方もできるが、グローバル市場で戦うことを

前提にした企業行動には見習う点が多いと感じる。 
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（出所）文科省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」よりDLRI作成
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部門別にはいずれの主要国も企業が中心

であるが、米国、中国、韓国は日本の

72.1％を上回っているが、欧州勢は大学、

公的機関等の占率が比較的高いことから企

業の占率は60％台で推移している。企業部

門について主だった国別に研究開発費の産

業別内訳をみるとその国の産業構造の特徴

がはっきりと理解できる。日本は輸送用機

器が30.4％、コンピュータ、電子・光学製

品が20.8％と２つの産業で51.2％を占めて

いる。米国は圧倒的規模の中で情報通信26.6％、医薬品17.6％、コンピュータ、電子・光学製品

17.3％と比較的バランスのとれた構成。ドイツは輸送用機器が39.9％、韓国はコンピュータ、電

子・光学製品が49.5％とそれぞれ基幹産業が基幹産業たる所以の存在感を示している。 

 

 

また研究開発費は産学官を合わせたデータであるが、このうち政府の負担割合をみると、2021年

で低い方から日本が最下位で17.8％、続いて直近負担割合が低下傾向にある米国の19.9％、韓国が

22.8％と続く。中国は2018年データで20.2％。ドイツ、フランスは2020年データだが、それぞれ

29.7％、31.5％と比較的政府の負担割合が高い。産学官のうち欧州勢は大学、公的機関等の割合が

高いことの裏返しと言えるだろう。 

産業分類別研究開発費-日本　2020年 産業分類別研究開発費-米国　2019年

産業分類別研究開発費-ﾄﾞｲﾂ　2019年 産業分類別研究開発費-韓国　2019年

（出所）文科省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」よりDLRI作成
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ここまで研究開発費という観点で日本の立ち位置を確認してきた。科学技術の分野でも他の分野

と同じように“米国に次ぐ世界第２位”という定位置から外れて相対的な順位は低下していること

は事実だが、この「指標」が昨今よく報じられている国際社会での日本の相対的な地位低下を示す

単なるデータの一つとして埋もれさせてはいけないと思う。報告書全文は量が多いが、概要だけで

も確認した方がいい。ノーベル賞決定時期にだけ科学技術が話題なるのでは勿体ない。 

研究開発費の負担の問題、産学官の連携、役割分担や研究者の研究、育成体制…この分野は意見

が対立する課題も多い。「指標」には実に多くのデータ、分析が掲載されている。ここで触れなか

った項目の方がも多い。それらを確認しながら日本のこれまでの科学技術活動の変化と現状の立ち

位置をしっかり認識してまだまだ残る課題や将来の日本経済の姿について多くの人が考えていく必

要があるだろう。 

以上 


